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シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
今週は、第一回勉強会の振り返り（１）
CorporateとPartnershipの相違点一覧表rev.5
2014.08.01　rev.2　齋藤旬

　今週火曜日、米国Partnership税制勉強会の第一回講義を終えた。（講義資料はここ。）
これから二年間ほど、米国Partnership税制について毎月講義を行っていく予定。

それと連動してこのコラムでは、講義前に準備した資料内容に、参加者からの質問やコメントも交え、講義後の再検討内容も加えて毎回の様子を振り返りまとめていこうと思う。
　一ヶ月は4週間ほどだから、月の前半の二週ほどで「振り返り」を行う。また、月の後半の二週ほどで「次回準備」を行うあんばいだ。
　首尾良く二年間の講義を終え、各回の準備と振り返りをこのサイトにアップしていけたら、「米国Partnership税制」入門教科書の草稿が一式そろっている…はず。
　即ち当コラムでは、新シリーズ「勉強会の振り返りと準備」を開始する。入門講座だから、ここからこのコラムの読者に加わろうとする方、大歓迎だ。
　
　第一回は「導入」だった。その「キーワード」を、collectively proper reflection of income（集団的に適切な所得の反映）とした。一般の日本人にとってPartnership税制はチンプンカンプンの世界。だから、その「導入」には何を取り上げたら良いかとても迷った。
　日本人がPartnership税制で最初につまずくのは何か？　それはtax shelter（租税回避）。つまり、違法なtax avoidance（租税逃れ）でなく、事業者側が意図した合法的な租税回避が出来るという点だ。

　日本人にとって「納税義務」は金科玉条。それが「回避」出来るとはどういうことだ、と混乱する。だったら、その「混乱」をほぐすことで「導入」としようという目論見だ。
　で、Partnership税制の果たすべき「機能」について述べ、その機能に沿っている使い方なら「正しい用法」、沿っていないなら「悪用、濫用、abuse」と説明する目論見だった。
　しかし、正直、今回の勉強会は順調な滑り出し、とはいかなかった。切り口に使った「集団的に適切な所得の反映」がまずかったようだ。専門的すぎて議論が上手く進まなかった。
　

　そこで、ここしばらくは、切り口を変えて導入講義を再構築することを目指す。新たな切り口は、CorporateとPartnershipの相違点一覧表。この一覧表、折を見て編集を繰り返しているのだが、今回は、CorporateとPartnershipの相違点一覧表revision 5を作成した。導入講義は、これから始めるべきだった。8月の数週間を使って、この一覧表を説明する。

最初に、CorporateとPartnershipの出現の歴史的経緯について説明し、その後つまり来週以降、各相違項目について説明していく。
　　CorporateとPartnershipの出現の歴史的経緯
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　　これについては、Partnership論の最新教科書である『Private Company Law Reform』の第一論文；「The New Business Entities in Evolutionary Perspective」が、ズバリ、「事業主体の発展史」を載せているので、それを下記に転載しておく。当コラムの読者にはコラム５０としてご記憶の方もいらっしゃるだろう。

2． 事業主体の発展史

古代ローマ時代から19世紀末まで、共同事業企業を組織するための主要形態はpartnershipだった。事実17世紀までは、大部分の事業に適用可能な形態としてはpartnershipしかなかった。partnersが企業の契約上の債務に関する無限責任を個人的に負っていて、これが、その企業の持つ信用力（creditworthiness）のbasisとなっていた。

しかし19世紀後半、statutory business corporation（制度法的事業法人）が、代替的組織形態として、事業活動の大部分に適用可能となっていった。business corporationの持分所有者が有限責任となっていて、従ってcompanyの債務は企業自身の名で所有されている資産のみによって担保されていた。これは以下のことを意味する。即ち、企業が信用力あるものになるためには債権者は何らかの理由をもって、企業がリーズナブルなレベルの資産を保持し続けるだろう事、また特に、企業の所有者が日和見的に企業から資産を引き上げはしない、即ち、企業を資本不足状態にしない事、これらを信じる必要があるということを意味する。
産業革命以前の西洋（Western）経済を主導してきた小企業（small firms）にとって、企業所有者達はその様な意味において信用のおけるものではなかった。即ち、企業の債権者に対してpledge（宣誓、特に債務抵当を確保するという宣誓）を行う企業所有者はほとんどいなかった。企業から資産を吸い上げて他所に流用する、即ちsiphon offする誘惑に満ちた機会は抗しがたいほどに多かった。貧弱な会計基準、脆弱な倒産手続もこの問題に拍車をかけた。結局、企業所有者が個人的に返済責任を負うことによってのみ、企業を信用力のあるものに出来た。従って、partnershipが組織化の主な手法となった。
一般的にequity investor（出資投資家）が、信用力ある企業に対して有限責任を実現しようとすれば、limited partnershipを介在させる手段しかなかった。limited partnershipは、古代にそのルーツを持ち、少なくとも欧州大陸においては15世紀初めには全タイプの事業に適用可能となっていた。limited partnershipは、企業にcontrol権を行使しない出資投資家にのみ有限責任を与えることによって、債権者向けの信用を獲得していた。即ちこのルールの要諦は、日和見的に企業から資産を引き出す誘因を持つlimited partner（有限責任partner）に、そうする権限を与えないことにある。また同時に、general partner（無限責任partner）は、企業にcontrol権を行使でき企業資産を放漫に消費することも可能だが、その誘因はほとんどない。何故ならば、もしそうして企業の債務不履行を招いてしまえば、彼等general partnerが個人的にその債務の返済責任を負うことになるからである。
簡単に言えば、business corporationが生まれるまでは、出資投資家は、無限責任を伴う企業control権か、企業control権無しの有限責任か、のどちらかのみを享受出来た。control権つき有限責任はあり得なかった。なぜならこれは、企業の信用力を形成する上で明らかに矛盾する組合せだからである。
･･･専門用語が多くて初学者にはキツイかもしれないが、要は、共同事業企業（jointly owned business firmsつまり会社）としてのcorporate（日本でいえば、株式会社）の出現はごく最近の19世紀末であって、それまでは、古代ローマ時代からずっと、partnershipというものしか共同事業企業の形態は無かった、ということを記憶にとどめておいて頂きたい。

　記憶の固定化の一助として、一つ話をする。日本での通説では、西暦1600年設立の東インド会社が世界最初の株式会社、となっているがこれは正確とは言えない。あれはEast Indian Companyであってcorporateではない。corporateとpartnershipが区別できるようになった今となっては、東インド会社はpartnershipだ。
東インド会社は、出資者（partner）達が会社の持分（もちぶん、share、シェア）を分かち合っていたが、現代用語で言う株式（ストック）を分かち合っていたわけではない。つまり、貸借対照表作成が義務づけられていて会社が所有するcorporeal（有体現実的）財産が常に捕捉可能な会社、即ちcorporateの「議決権＋利益享受権」を分かち合っていたのではない。1600年設立の東インド会社を株式会社と呼ぶのは、今となっては正確ではない。
　用語の整理をすると、英語companyはcorporateないしpartnershipを指す。日本語「会社」は、corporate の意味のcompanyを指す。即ち、「会社」イコールcompanyではない。

　corporateの語源はcorps（からだ）だ。corporateは、有体現実的（corporeal）な財産（property）を所有する事業体、を意味する。だから「有体事業体」ないし「有体」あたりが和訳としては適していると思う。しかし、corporate taxが「法人税」と和訳されることからも分かるとおりcorporateの和訳は「法人」が流布してしまった。これは改めるべきだ。
日本語「法人」、これについては来週以降で説明するが、元々の英語はjuridical personであってcorporateではない。しかし現在、日本語「法人」は、英語ではcorporateとjuridical personの二つを意味することになっている。この理由を推測すると、日本が明治開闢で西洋法体系を急遽輸入した19世紀末は、前述のように、corporateが発明された時期でもあった。そう、juridical personといえばcorporateを指すようになっていく時代だった。そのため、拙速にも、日本語「法人」はcorporateとjuridical personの二つを意味することにしてしまったのだろう。

これは不都合を、百年間ほどは生まなかった。つまり、20世紀末の世界で『Private Company Law Reform』が起こって、partnershipというもう一つのjuridical personが、有力な共同事業企業の形態として進化するまで、不都合を生まなかった。
しかし、今は不都合がある。例えば英語では、unincorporated juridical personという表現がある。partnershipなどの中間団体 --- 中世西欧で初めて現れた組織であって、国家（state）と個人（individual persons）の中間に位置するギルド、大学、教会、商会、などの組織。詳しくはコラム９８参照方 --- をunincorporated juridical personと呼ぶ。

これは、和訳すると「法人化されていない法人」と意味不明なことになってしまう。

『Private Company Law Reform』が世界的に起こった今、もうそろそろ、corporateの日本語訳に「法人」を使わないことにすべきだと思う。

ちなみにお隣、中華人民共和国では、

corporate；　企业　（日本での漢字だと、企業）
juridical person;  法人
partnership; 合伙　（日本での漢字だと、合夥）
となっている。これに揃えるのも一計かと思う。ただし、「企業」は日本で既に一般的に使われているので、corporateを「有体企業」と和訳した方が良いかも知れない。
　なお、partnershipを合伙と呼ぶことは、是非お勧めしたい。何故なら、partnershipの現在の日本語訳で最も一般的なのは「組合」だが、日本での組合、例えば、技術研究組合や生活協同組合はそれぞれを定める特別法によって「法人」となっている。名前に「組合」が付くのに「法人」ということになっている。まるで、partnershipがcorporateと呼ばれているようなものだ。また、「法人」であるとされた技術研究組合や生活協同組合は、「内国の法人は法人課税の対象となる」と定める日本の法人税法によって、法人税納税を強制される。更に、法人所得の損益認識権限は法人側でなく国家側にある。これではpartnership税制の特徴である「事業者側が意図した合法的な租税回避」が不可能なままとなるからだ。
以上、日本の現状を考えると、partnershipを合伙と呼び、corporateとは全く違う未知のものと強調することを、是非お勧めしたい。　　　　　今週は以上。来週も乞うご期待。
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